
資料２

1

1 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率 〇 増　加

2 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中退率 〇 減　少

3 生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率 〇 －

4
スクールソーシャルワーカーによる対応実績の
ある学校の割合（小学校） 〇 継　続

5
スクールソーシャルワーカーによる対応実績の
ある学校の割合（中学校） 〇 継　続

6 スクールカウンセラーを配置する小学校の割合 〇 継　続

7 スクールカウンセラーを配置する中学校の割合 〇 継　続

8
全国学力調査の意識調査(自尊感情に関する項目)
「自分にはよいところがあると思うか」(小学生)

増　加

9
全国学力調査の意識調査(自尊感情に関する項目)
「自分にはよいところがあると思うか」(中学生)

増　加

10
就学援助制度に関する周知状況（入学時及び毎年の進
級時に学校で就学援助制度の書類を配布している） 〇 継　続

11
新入学児童生徒学用品費等の入学前支給の実施状況
（小学校） 〇 継　続

12
新入学児童生徒学用品費等の入学前支給の実施状況
（中学校） 〇 継　続

生
活
の

支
援

む
し
歯

13
歯科検診で未処置のむし歯がある子どもの割合
（小学生）

減　少

国の状況より区の状況が上回っていないもの

※区の目指す方向性でどちらともいえないものは「－」

19.6％
(R2年度)

国の状況より区の状況が上回っているもの 指標の見直しによって追加した指標

指標の見直しによって修正した指標

4.1％
(R2年度)

37.3％
(R2年度)

54.2％
(R1年度)

59.7％
(R1年度)

83.8％
(R2年度)

新宿区
の状況

96.8％
(R2年度)

5.8％
(R2年度)

65.0％
(R2年度)

100.0％
(R1年度)

100.0％
(R1年度)

100.0％
(R1年度)

100.0％
(R1年度)

4.3%
(R1年度）

36.1%
(R1年度）

教
育
の
支
援

生
活
保
護
世
帯

就
学
援
助
等

81.2%
(R1年度)

74.1%
(R1年度)

69.4％
(H30年度)

73.7%
(R1年度)

100.0%
(H30年度)

100.0%
(R1年度)

81.1％
(R3年度)

81.3％
(R3年度)

100.0%
(R2年度)

100.0%
(R2年度)

9.1％
(R1年度)

41.2％
(R1年度)

100.0%
(R1年度)

100.0%
(R2年度)

14.8％
(R2年度)

78.9%
(R1年度)

21.7%
(R1年度)

84.7%
(R1年度)

74.6%
(R1年度)

93.7％
(R2年度)

新宿区における子どもの貧困の連鎖の防止に関する指標

区の状況と国の状況を比較できる指標（19項目）

(1)区の状況と国の状況を確認する指標（13項目）

項　目
国の
指標

区の目指す
方向性

令和2年度調査 令和3年度調査 担
当
課

新宿区
の状況

国の状況 国の状況

学
校
運
営
課

17.1%
(R1年度)

教
育
支
援
課

学
校

教
育
指
導
課

100.0％
(H30年度)

生
活
福
祉
課

保
護
担
当
課

相
談
体
制

教
育
指
導
課

100.0％
(R1年度)

84.7%
(R1年度)

91.1%
(R1年度)

76.9％
(R3年度)

76.2％
(R3年度)

78.7％
(R2年度)

82.3 ％
(R2年度)

100.0％
(H30年度)

100.0％
(H30年度)

67.6%
(H30年度)

89.0％
(H30年度)

94.0%
(R1年度）

50.9％
(H30年度)

58.4％
(H30年度)

100.0％
(H30年度)



【出典】

1、3 8，9

10から12

2

13

4から7

全世帯…文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題

区…実績

国…文部科学省初等中等教育局修学支援プロジェクトチーム調べ

全国学力・学習状況調査

区…実績全世帯…文部科学省「学校基本調査」を基に算出

区…「就労支援等の状況調査」(4月1日現在)

国…厚生労働省社会・援護局保護課調べ(4月1日現在)

区…「就労支援等の状況調査」(4月1日現在)

国…厚生労働省社会・援護局保護課調べ(4月1日現在)

国…文部科学省初等中等教育局児童生徒課調べ

区、国…文部科学省「学校保健統計」



14 ひとり親家庭の親の就業率（母子世帯） 〇 増　加

15 ひとり親家庭の親の就業率（父子世帯） 〇 増　加

16
ひとり親家庭の親の正規の職員・従業員の割合
（母子世帯） 〇 増　加

17
ひとり親家庭の親の正規の職員・従業員の割合
（父子世帯） 〇 増　加

18
ひとり親家庭で養育費を受取っていない世帯の
割合（母子世帯） 〇 減　少

19
ひとり親家庭で養育費を受取っていない世帯の
割合（父子世帯） 〇 減　少

※

90.2％
(H28年度)

80.8％
(H27年度)

項　目
国の
指標

18、19

「国の状況」は、国勢調査等により、正規職員の確認を含めた就業状態や養育費の受取状況の数値を把握している。
「区の状況」は、「児童扶養手当」及び「ひとり親家庭等の医療費助成」の受給者の数値から算出しており、所得制限内の世帯のため、国の全体の数値とは異なる。

【算出根拠（出典）】

14、15

16、17

31.3%
(R3.11月末時点)

区…児童扶養手当受給世帯の親うち、受給開始から5年後に就業している者の割合（一部支給停止適用除外事由届）

国…ひとり親世帯の親のうち、就業している者の割合（国勢調査）＊5年毎更新

区…「ひとり親家庭等の医療費助成」を受給している親のうち、社会保険に加入している世帯の割合

国…就業しているひとり親世帯の親のうち、正規の職員及び従業員の割合（国勢調査）＊5年毎更新

区…児童扶養手当受給世帯のうち、養育費を受取っていない世帯の割合（現況届）

国…全国ひとり親世帯等調査 ＊5年毎更新

担
当
課新宿区の状況 国の状況 新宿区の状況 国の状況

就
労
の
支
援

ひ
と
り
親
家
庭

令和3年度より
調査開始

子
ど
も
家
庭
課

88.1％
(H27年度)

78.8%
(R3.11月末時点)

88.1％
(H27年度)

44.4％
(H27年度)

40.7%
(R3.11月末時点)

44.4％
(H27年度)

69.4％
(H27年度)

（２）国の指標に準じて区の状況を確認する指標（6項目）

国の指標として設定されているもののうち、国と区で算出基準が異なるため直接比較することはできないが、国の状況を参考として、区の状況を確認する指
標

80.8％
(H27年度)

76.4%
(R3.11月末時点)

69.4％
(H27年度)

区の目指す
方向性

令和2年度調査 令和3年度調査

経
済
的
支
援

69.8％
(H28年度)

80.0%
(R3,11月末時点)

69.8％
(H28年度)

90.2％
(H28年度)

97.5%
(R3.11月末時点)



2

教
育

就
学

援
助 1 減　少

学
校

運
営
課

相
談
体
制

2 増　加
子
総

3 増　加

4 増　加

就
労
の

支
援

ひ
と
り

親
家
庭

5 現状維持

【出典】1～5　新宿区調べ

子
ど
も
家
庭
課

子ども未来基金を活用した助成活動数
9活動

（R2年度）
8活動

（R3年度）

ひとり親家庭自立支援促進事業における就労支援により、
就労形態が正規の職員または常勤となった者の割合

50.0%
（R1年度）

56.3%
（R2年度）

就学援助率　
19.9％

（R1年度）
20.0％

（R2年度）

12か所
（R3年度）

担
当
課

区の状況を確認する指標（5項目）

生
活
の
支
援

虐待を主訴に区が支援している子どもの虐待の改善率
57.0%

（R1年度）
52.54%

（R2年度）

地
域
に
よ
る
支
援

区内で活動している子ども食堂等（チラシ配付等区が何等
かの支援を行っている活動）

11か所
（R2年度）

項　目
区の目指す

方向性

新宿区の状況

令和2年度調査 令和3年度調査


